
負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
未払法人税等
未払消費税
流動負債合計
負債合計

金     額

4,346,387
64,861
586,500

9,168,100
14,165,848
14,165,848

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

90,000,000

90,000,000
90,000,000

16,367,602 )(
16,367,602
16,367,602
196,367,602

196,367,602
210,533,450

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物附属設備
工具器具備品
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

80,340,367
33,790,315

79,031
32,361,156

29,822
146,600,691

8,588,595
1,521,896
4,200,905
14,311,396

13,300
19,989,292
20,002,592

5,000
18,395,520
8,464,524
2,753,727
29,618,771
63,932,759
210,533,450

(単位：円)

第10期 貸借対照表
令和  5年  3月 31日　現在

東京海上日動パートナーズマネジメント株式会社



第10期 個別注記表
自 令和  4年  4月  1日  至 令和  5年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　貯蔵品　　　　　　　　最終仕入原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　有形固定資産(リース資産を除く)　定率法。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、建物および平成28年4月1日以降に取得した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建物付属設備については、定額法。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、少額固定資産については、法人税法の規定による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一括3年均等償却の方法を採用。

　　　　　　　無形固定資産(リース資産を除く)　定額法

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1)消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　10,414,807円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　　年度末日における発行済株式数

　　当期末の発行済株式は、普通株式　1,800　株です。

【税効果会計に関する注記】

　　東京海上グループは、2022年4月から、グループ通算制度を適用しています。

　　これに伴って、当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しており、法人税および地方法人税の

　　会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度

　　を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）を

　　当事業年度の期首から適用しています。

東京海上日動パートナーズマネジメント株式会社


